第１号様式（第７条関係）

沖縄県私立学校等物価高騰対策支援事業補助金交付申請書兼実績報告書


令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

                                     	住　所
私立学校等の設置者名
代表者名（職・氏名）

私立学校等物価高騰対策支援事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により、当該補助金の交付について、下記のとおり申請します。

記

１　補助金交付申請額（実績報告額）

補助金交付申請額　金　　　　千円


（内訳）
	私立学校等名
	学校種
	交付単価(①)
	対象人数(②)
	金額(①×②)

	①
	
	1,500円
	　　　　　人
	　　　　　円

	②
	
	1,500円
	　　　　　人
	　　　　　円

	③
	
	1,500円
	　　　　　人
	　　　　　円

	④
	
	1,500円
	　　　　　人
	　　　　　円

	⑤
	
	1,500円
	　　　　　人
	　　　　　円

	合　計（千円未満切り捨て）
	1,500円
	　　　　　人
	　　　　千円


※対象人数は令和８年５月１日現在の生徒等在籍者数を記入下さい。
（通信制課程については、沖縄県に在住の生徒等在籍者数を記入ください。）

２　添付書類
　⑴　誓約書及び同意書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　　　　　　　　　　　　　

誓約書及び同意書
(※内容を確認の上、□にチェックを入れてください。)

□　補助対象となる私立学校等は補助金交付要綱第３条第２項の各号のいずれにも該当しないことを誓約します。

（補助の交付対象者）
第３条　補助金の交付の対象となる者は、前条に掲げる私立学校等を県内に設置する設置者（法人又は個人）とする。
２　次の各号のいずれかに該当する私立学校等は補助対象外とする。
⑴　申請日時点で休校（実質的に学校活動を行っていない状態を含む）又は閉校している私立学校等
⑵　令和８年度中に電気、ガスの高騰を理由とした生徒等在籍者（以下「在籍者」という。）負担の額を引上げた私立学校等（ただし、在籍者に当該引上げ額の返金等を実施し、在籍者への価格転嫁を解消した場合は、補助対象とする。）



□　申請者は補助金交付要綱第５条第１項各号のいずれにも同意します。

（同意事項）
第５条　交付対象者は、次の各号のいずれにも同意し、第７条に規定する交付申請書に同意した旨を記載しなければ補助金の交付を受けることができない。
⑴　交付対象者の要件を満たしていること。
⑵　交付のために提出した書類に虚偽がないこと。
⑶　他の補助金等と重複して申請しないこと。
⑷　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力
団員に該当せず、かつ、将来にわたっても該当しないこと。また、暴力団員が役員ではなく、同条第２号に
規定する暴力団と密接な関係を有しておらず、かつ、将来にわたっても該当しないこと。
⑸　虚偽が判明した場合は、補助金の返還に応じること。




令和８年　　月　　日

沖縄県知事　殿

住　　所

私立学校等の設置者名

代表者名
（記名押印または署名）
